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1.1 計画の趣旨 

昨今、ICT※については、スマートフォンの登場により急速な進展が見られるとともに、

人口減少や少子高齢社会の進展、頻発する大規模災害、更には、新型コロナウイルスの影

響など顕在化する様々な課題への対応と、未来に向けた新たな価値を創造するため、最先

端技術の活用により、新たな社会の仕組みに変革する「デジタルトランスフォーメーショ

ン（DX）※」の実現が求められています。 

こうした中、コロナ禍の「新たな生活様式」として、教育現場でのオンライン※授業、

企業における在宅でのテレワーク※や Web会議※の広がりなど、今後、社会経済活動の様々

な場面において、デジタル社会への可能性や必要性が広く認識され、最先端技術を駆使す

るデジタル化の流れが急速に進展することが予想されます。 

また、行政サービスをはじめ、産業、健康・福祉、学び、交流など、暮らしを支える様々

な分野で、最先端技術・デジタルツール※の活用を図り、市民や利用者の視点からスマー

トシティ※化を推進する必要があります。 

上田市では、平成 28年３月策定の「第二次上田市総合計画」において、市が目指す 10

年後の将来都市像として「ひと笑顔あふれ 輝く未来につながる健幸都市※」を掲げ、その

実現に向けたまちづくりの基本的な考え方として、「市民力、地域力、行政力、それぞれ

が役割を果たし、協働のもと、まちの魅力と総合力を高める」こととしています。 

本計画は、スマートシティで目指す姿として「市民、地域、行政がデジタル化でより密

接につながり、共に創る未来都市★UEDA ～市民や企業･団体が快適に生活･活動でき、誰

一人取り残さない利用者ファーストに立ったデジタル先進地を目指します～」を掲げ、AI
※・IoT※などの最先端技術・デジタルツールを暮らしや教育、産業などに最大限活用し、

上田市が未来に向かって持続可能な都市として更に発展していくため、策定するものです。 
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1.2 計画の位置付け 

本計画は、「第二次上田市総合計画・後期まちづくり計画」の重点プロジェクトの一つで

ある「最先端技術活用プロジェクト」を具現化する個別計画として位置付け、「世界最先端

デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」及び「長野県 DX戦略」などの ICT
※関係政策との整合を図るとともに、官民データ活用推進基本法第９条第３項において市町

村の策定が努力義務とされている「市町村官民データ活用推進計画」に関する方向性や取

組事項を含めたものとします。 

また、「第二次上田市情報化基本計画」の見直しを行い、本計画に融合を図り ICTを活用

した住民サービスの向上や行政事務の効率化、地域の課題解決や強みを発揮しスマートシ

ティ化を目指す総合的な指針となる計画とします。 

　　・整合

　・見直し、融合
　

上田市スマートシティ化推進計画

上田市の官民データ活用推進計画

として位置付け

各分野におけ

る個別施策

第二次上田市総合計画・後期まちづくり計画

【国】

・世界最先端デジタル国家創造宣言・

官民データ活用推進基本計画

【県】

・長野県DX戦略

【市】

・第二次上田市情報化基本計画

官民データ活用推進基本法

最先端技術活用プロジェクト

 

  なお、第二次上田市総合計画は、「まちづくりビジョン」、「まちづくり計画」、「実施

計画」で構成され、「まちづくりビジョン」は、平成 28 年度から令和７年度までの 10

年間のまちづくりの指針です。「まちづくり計画」は、「まちづくりビジョン」で掲げた

将来都市像の実現に向け、前期・後期５年間の具体的な施策を定めるものであり、令和

３年度から７年度までの「後期まちづくり計画」では、特に重点的かつ横断的に取り組

む５つの「重点プロジェクト」を設定しています。また、「実施計画」は、「まちづくり

計画」の施策に沿って立案する具体的な事業内容です。 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくり
ビジョン

まちづくり計画

実施計画

市民協働推進プロジェクト

人口減少・少子化対策プロジェクト

健幸＊づくりプロジェクト

子育て支援プロジェクト

最先端技術活用プロジェクト

重点
プロジェクト



第１章 計画の策定に当たって 

 

- 4 - 

1.3 計画の期間 

本計画は、第二次上田市総合計画・後期まちづくり計画及び第四次上田市行財政改革大綱と

整合し、令和３年度から令和７年度までの５年間を目標年度とする計画として策定します。 

なお、社会情勢の変化、情報化の進展、国の指針などを適切に取り込んだ施策を推進するた

め、必要に応じて上田市地域情報化推進委員会を開催し計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

第二次
上田市

総合計画

上田市
行財政改革

大綱

上田市
スマート
シティ化
推進計画

まちづくりビジョン １０年間

【平成２８年度～令和７年度】

前期まちづくり計画 ５年間

【平成２８年度～令和２年度】

後期まちづくり計画 ５年間

【令和３年度～令和７年度】

第三次上田市行財政改革大綱 ５年間

【平成２８年度～令和２年度】

アクションプログラム ５年間

【平成２８年度～令和２年度】

アクションプログラム ５年間

【令和３年度～令和７年度】

上田市スマートシティ化推進計画 ５年間

【令和３年度～令和７年度】

第四次上田市行財政改革大綱 ５年間

【令和３年度～令和７年度】

整

合

整

合
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1.4 計画の推進体制 

本計画の基本方針「3.3.1 ICT※の利活用による市民サービスの向上」、「3.3.2 行政デー

タの有効活用と業務改善」の基本施策及び個別施策の推進に当たっては、情報システムの

標準化・最適化などの情報関連の取組をはじめ、行政データの有効活用や業務の効率化の

向上といった全庁的に推進していかなければならない取組もあり、様々な部署との協力・

連携が必要なことから、全庁横断的に施策を推進していきます。 

また、各部局の主管課長などで構成された「上田市情報化推進委員会」を中心に計画の進

捗状況について確認を行い、必要に応じて部長会議などを通じて進行管理を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

図 基本方針 3.3.1・3.3.2 の推進体制 
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基本方針「3.3.3 スマートシティ化への挑戦と転換」の基本施策及び個別施策の推進に

当たっては、個別施策ごとに庁内関係課、民間企業、関係団体などによるプロジェクトチ

ームを組織し、市民参加を得ながら実証及び社会実装事業を推進します。 

市は、プロジェクトチームの事務局の役割を担い、事業の全体調整のほか、必要に応じ

た財政的支援を行います。また、事務局では庁内関係課が取組主体となり、政策研究セン

ターは事業の総合調整、後押しの役割を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－教育・子育て－ 

個別施策推進 

プロジェクト 

 

－健康・医療－ 

個別施策推進 

プロジェクト 

 

－農林業－ 

個別施策推進 

プロジェクト 

 

－商工業・観光－ 

個別施策推進 

プロジェクト 

 

－防災・ｲﾝﾌﾗ－ 

個別施策推進 

プロジェクト 

 

－公共交通－ 

個別施策推進 

プロジェクト 

 

図 基本方針 3.3.3 の推進体制 

個別施策推進 

プロジェクト 

チ－ム 

 

技術提供等 

 

地域企業、大手・ 

ベンチャー企業等 

 

関
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広
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・
Ｐ
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等 

大
学
・
工
科
短
大 

・
支
援
機
関
等 

助
言
・
技
術
指
導
等 

上田市（事務局） 
関係課・政策研究センタ－ 

マッチング・調整 

・財政支援等 

 

快適・安全・安心な市民の暮らし 

地域企業の稼ぐ力のアップ・地域産業の活性化 

実 証 実 験 

（技術・デ－タ・効果等検証） 

社 会 実 装 

 

市民参加 

 

市民参加 

地域課題解決のための先進技術・デジタルツ－ル活用 

随時、分野及び個別施策プロジェクトを追加 
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145,397

151,804
157,123

160,259
164,207 166,568

163,651
159,597

156,827
153,385

149,126
144,366

139,144
133,600

127,840

23.4 22.7
20.9

18.2

16.3 15.1 14.4

13.8 12.9 12.0 11.4 11.0 10.7 10.6 10.5

66.1 65.4 65.8 66.3 65.5
64.2

62.5
60.0

57.7 56.7 56.3 55.5
54.2

51.7
50.4

10.5
11.9

13.2
15.5

18.2 20.7
23.1

26.1

29.3
31.3 32.3

33.5
35.1

37.7
39.1

0
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

S50
(1975)

S55
(1980)

S60
(1985)

H2
(1990)

H7
(1995)

H12
(2000)

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

（％）（人）

（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） S50(1975)～H27(2015)：総務省統計局「国勢調査」

R2(2020)～R47（2065）：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

（注）H27（2015）の年齢不詳人口は年齢3区分にそれぞれ按分してある

実績値（国勢調査）

昭和50年(1975年)～平成27年(2015年)

推計値（社人研推計）

令和2年(2020年)～令和27年(2045年)

1.5 計画策定の背景 

1.5.1 上田市の人口見通し 

 国勢調査の結果によると、上田市の人口は平成 12年の調査をピークに減少が続いて

います。全人口に占める高齢者の割合も増加しており、昭和 55年に約１割であった老

年人口（65歳以上人口）は、平成 27年には約 3割にまで増加しています。 

 また、平成 30年３月公表の国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計による

と、今後更に人口の減少傾向が続く見通しです。平成 27 年に約 15 万７千人だった上

田市の人口は、30 年後の令和 27 年には約 12 万８千人にまでに減少すると予測されて

います。全人口に占める高齢者の割合も増加すると見込まれ、令和 27年の老年人口割

合は、４割弱に達すると予測されています。 

 人口減少・少子高齢社会の進展により、医療・介護、交通など様々な分野における

課題が深刻化しているため、最先端技術・デジタルツール※を積極的に活用することに

より、地域課題の解決を図る新たなサービスやシステムの社会実装が求められていま

す。 
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62.0%

54.1%

45.1%

38.3%

35.7%

29.9%

29.5%

22.0%

21.7%

15.0%

13.6%

12.6%

10.2%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

遠隔診療、健康管理、高齢者の見守り支援など「医療・介護」分野

災害時の避難誘導、救助活動支援、物資配送、緊急時の自立エネル

ギー供給など「防災」分野

市役所業務の自動化、簡略化、ワンストップ手続きなど「行政サービ

ス」分野

防犯システム構築など「防犯」分野

自動運転サービス、データ活用による交通量管理・駐車場管理など

「移動」分野

農林業の作業効率化、生産性向上、農業機械の自動走行、鳥獣の捕

獲・追い払いなど「農業・林業」分野

電力使用量の見える化による省エネ推進、上下水道のインフラ整備監

視、保安など「エネルギー・水」分野

多言語に対応した観光案内や音声同時通訳システム、無人店舗など

「観光・商業」分野

製造現場の生産性向上・品質向上など「工業」分野

自動配送やドローン※配達など「物流」分野 ※無人航空機のこと

キャッシュレス決済※など「支払い」分野 ※現金を使わない決済方

法

遠隔教育、オンライン講座など「教育」分野

循環型コミュニティの形成など「環境」分野

その他

（n=1,914）

1.5.2 先進技術の活用に関する市民アンケート結果 

第二次上田市総合計画「後期基本計画（後期まちづくり計画）」の策定に当たり、上

田市の住みやすさや魅力、市の施策に対する評価などについて意見を把握するため、

市民アンケート調査を実施し、その中で、先進技術の活用に関するアンケートを実施

しました。 

今後どの分野に先進技術などを活用すれば住民サービスの向上や産業振興につなが

ると思うかについては、「遠隔診療、健康管理、高齢者の見守り支援など『医療・介護』

分野」が 62.0％と最も高く、次いで「災害時の避難誘導、救助活動支援、物資配送、

緊急時の自立エネルギー供給など『防災』分野」が 54.1％、「市役所業務の自動化、簡

略化、ワンストップ※手続きなど『行政サービス』分野」が 45.1％と高くなっています。 

 

●先進技術を活用することにより、住民サービスの向上や産業振興につながると考えら

れる分野（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象者 市内に居住する満 18歳以上の男女 5,000人（外国人も含む） 

調査期間 令和元年７月１日～７月 23日 

調査方法 
配布方法：郵送による配布 
回収方法：郵送又は Webによる回答 

有効回収数 1,914人 

回収率 38.3％ 
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男性
(n=845)

女性
(n=1058)

無回答
(n=11)

10歳代
(n=19)

20歳代
(n=110)

30歳代
(n=207)

40歳代
(n=279)

50歳代
(n=291)

60歳代
(n=399)

70歳以上
(n=597)

無回答
(n=12)

自動運転サービス、データ活用による交通
量管理・駐車場管理など「移動」分野

40.1% 32.3% 18.2% 47.4% 37.3% 37.2% 39.1% 41.9% 36.8% 29.5% 16.7% 35.7%

自動配送やドローン※配達など「物流」分野
※無人航空機のこと

16.7% 13.7% 18.2% 21.1% 24.5% 17.9% 18.3% 16.2% 11.3% 12.6% 16.7% 15.0%

キャッシュレス決済※など「支払い」分野
※現金を使わない決済方法

15.7% 12.1% 0.0% 31.6% 21.8% 25.1% 14.7% 11.3% 13.0% 8.9% 0.0% 13.6%

市役所業務の自動化、簡略化、ワンストッ
プ手続きなど「行政サービス」分野

48.4% 42.6% 36.4% 26.3% 40.0% 52.7% 44.8% 44.0% 46.4% 44.2% 33.3% 45.1%

遠隔診療、健康管理、高齢者の見守り支
援など「医療・介護」分野

60.2% 63.2% 81.8% 47.4% 55.5% 57.0% 58.1% 62.2% 66.9% 63.7% 75.0% 62.0%

遠隔教育、オンライン講座など「教育」分野 11.0% 14.0% 0.0% 21.1% 25.5% 18.8% 16.1% 15.1% 10.3% 6.7% 0.0% 12.6%

電力使用量の見える化による省エネ推進、
上下水道のインフラ整備監視、保安など
「エネルギー・水」分野

30.3% 28.9% 18.2% 31.6% 28.2% 27.5% 26.9% 28.5% 31.3% 31.0% 16.7% 29.5%

循環型コミュニティの形成など「環境」分野 12.0% 8.8% 9.1% 5.3% 12.7% 9.2% 7.9% 10.7% 12.8% 9.4% 8.3% 10.2%

災害時の避難誘導、救助活動支援、物資
配送、緊急時の自立エネルギー供給など
「防災」分野

49.9% 57.4% 63.6% 63.2% 40.9% 54.1% 52.0% 58.4% 54.1% 55.1% 58.3% 54.1%

防犯システム構築など「防犯」分野 36.7% 39.7% 27.3% 47.4% 31.8% 42.5% 40.9% 36.8% 41.1% 35.7% 25.0% 38.3%

農林業の作業効率化、生産性向上、農業
機械の自動走行、鳥獣の捕獲・追い払いな
ど「農業・林業」分野

31.2% 28.8% 36.4% 15.8% 23.6% 21.7% 28.3% 30.9% 33.3% 32.3% 33.3% 29.9%

製造現場の生産性向上・品質向上など「工
業」分野

25.4% 18.9% 9.1% 15.8% 31.8% 19.3% 24.0% 28.2% 21.3% 17.3% 8.3% 21.7%

多言語に対応した観光案内や音声同時通
訳システム、無人店舗など「観光・商業」分
野

22.7% 21.4% 36.4% 31.6% 28.2% 33.8% 22.2% 16.5% 24.3% 17.4% 33.3% 22.0%

その他 1.2% 1.2% 9.1% 0.0% 0.0% 0.5% 2.2% 1.7% 1.8% 0.7% 8.3% 1.3%

性別 年代別
全体

(n=1914)

また、年代別にみると、20代では、他の年代に比べ、「製造現場の生産性向上・品質

向上など『工業』分野」及び「遠隔教育、オンライン※講座など『教育』分野」の回答

割合が高く、それぞれ 31.8％（市全体と比べ 10.1％ポイント差）、25.5％（市全体と

比べ 12.9％ポイント差）が回答しています。 

30 代では、他の年代に比べ、「市役所業務の自動化、簡略化、ワンストップ※手続き

など『行政サービス』分野」及び「多言語に対応した観光案内や音声同時通訳システ

ム、無人店舗など『観光・商業』分野」の回答割合が高く、それぞれ 52.7％（市全体

と比べ 7.6％ポイント差）、33.8％（市全体と比べ 11.8％ポイント差）が回答していま

す。 

 

 ●【性別・年代別】先進技術を活用することで、住民サービスの向上や産業振興につ

ながると考えられる分野 
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市
民
が
主
役
の

ま
ち
づ
く
り

自治・協働・
行政

第1編

安
全
・
安
心
な

快
適
環
境
の

ま
ち
づ
く
り

自然・
生活環境

第2編

誰
も
が

い
き
い
き
働
き

産
業
が
育
つ

ま
ち
づ
く
り

産業・経済

第3編

と
も
に
支
え
合
い

健
や
か
に
暮
ら
せ
る

ま
ち
づ
く
り

健康・福祉

第4編

生
涯
を
通
じ
て

学
び
豊
か
な

心
を
育
む

ま
ち
づ
く
り

教育

第5編

文
化
を
育
み
、

交
流
と
連
携
で

風
格
漂
う
魅
力
あ
る

ま
ち
づ
く
り

文化・交流・
連携

第6編

市民協働推進 プロジェクト
市 民 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ （ 自 治 会 、 市 民 活 動 団 体 な ど ） 、 事 業 者 、
行 政 な ど が 役 割 分 担 の も と に 協 働 し 、 ま ち の 魅 力 と 総 合 力 を 高 め
ま す 。

人口減少・少子化対策 プロジェクト
働 く 場 の 創 出 、 子 育 て 支 援 、 移 住 定 住 促 進 な ど 、 人 口 減 少 に
歯 止 め を か け る 施 策 を 推 進 し 、 活 力 あ る ま ち づ く り を 進 め ま す 。

健幸 ＊づくり プロジェクト
市 民 一 人 ひ と り が 幸 福 を 感 じ 、 心 身 と も に 健 康 に 暮 ら す こ と が
で き る ま ち を 目 指 し ま す 。

子育て支援 プロジェクト
将 来 を 担 う 子 ど も た ち が こ こ ろ も か ら だ も 健 や か に 成 長 で き る
ま ち づ く り を 進 め ま す 。

最先端技術活用 プロジェクト
人 口 減 少 ・ 少 子 高 齢 社 会 に 対 応 し た A I ＊ ・ I o T ＊な ど の 最 先 端

技 術 を 暮 ら し や 教 育 、 産 業 な ど に 最 大 限 活 用 し 、 持 続 可 能 な ま ち
づ く り を 進 め ま す 。

各
分
野
を
横
断
的
に
連
携
さ
せ
、特
に
重
点
的
に
取
り
組
む
視
点
を

「
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
し
て
位
置
付
け
ま
す
。

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

施策大綱＝まちづくり計画各編

1.5.3 第二次上田市総合計画「後期基本計画（後期まちづくり計画）」における「最

先端技術活用プロジェクト」 

 上田市では、少子高齢化や人口減少社会の急速な進展に対応したまちづくりの指針

として、平成 28 年３月に「第二次上田市総合計画」を策定し、平成 28 年度から令和

７年度までの「基本構想（まちづくりビジョン）」の中で、市が目指す 10 年後の理想

の都市像として「ひと笑顔あふれ輝く未来につながる健幸都市※」を掲げています。 

この将来都市像の実現に向け、平成 28年度から５年間を計画期間とする「前期基本

計画（前期まちづくり計画）」により、施策・事業を推進してきており、令和２年度に

目標年次を迎えたことから、新たに令和３年度から５年間の「後期基本計画（後期ま

ちづくり計画）」を策定しました。 

「後期基本計画（後期まちづくり計画）」では、計画期間中に、特に重点的に取り組

む５つの視点を「重点プロジェクト」とし、その一つに「最先端技術活用プロジェク

ト」を位置付けています。 

「最先端技術活用プロジェクト」では、取組の方向性として、人口減少や少子高齢

化の進展、頻発する大規模災害、新型コロナウイルスの影響など、顕在化する様々な

課題への対応と未来に向けた新たな価値を創造するため、暮らしを支える様々な分野

で、最先端技術・デジタルツール※の活用を図り、市民や利用者の視点からスマートシ

ティ化を推進することが示されています。 
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1.5.4 全世界共通の目標「SDGs（持続可能な開発目標）」の反映 

SDGs※は、平成 27 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に記載された平成 28 年から令和 12 年までの国際目標です。持続可能な

世界を実現するために 17の目標（ゴール）と 169の行動目標（ターゲット）から構成

され、地球上の誰一人取り残さない社会の実現を目指し、全世界共通の目標として、「経

済」、「社会」、「環境」の諸課題を総合的に解決することの重要性が示されています。 

「第二次上田市総合計画・後期まちづくり計画」では、この SDGs という世界共通のも

のさしを導入し、市の立ち位置や状況を客観的に分析するとともに、市の施策に SDGs の

グローバルな課題解決を目指す目標を関連付け、持続可能な都市経営に努めることが示さ

れています。 

このため、本計画においても、SDGs の目標を施策と紐付けし、施策の実現に向けた方

向性として捉えるとともに、それぞれの分野間で目的を共有化し、市民、民間企業などの

広範で多様な関係者との連携を進め、上田市の未来に向けた持続的な発展を目指し取り組

んでいくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.5 新型コロナウイルスの世界的流行 

新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、医療体制をはじめ、経済活動や市民生

活など広範囲に影響を及ぼし、生産から供給までのサプライチェーン※や地域経済の循

環、都市部への人口集中や働き方、オンライン※教育への対応の遅れなど、日本社会の

課題が表面化する一方で、テレワーク※などのデジタル社会の可能性や必要性が広く認

識されることとなりました。 

上田市においても、市民生活や観光産業などの経済活動における影響が甚大な中、

各分野においてデジタル化に取り組むことにより、感染症対策と経済活動の両立を図

り、ウィズコロナ、ポストコロナ社会における持続可能なまちづくりを目指す必要が

あります。 


